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(1) 現行の企業評価制度の概要
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※新築住宅を発注者（宅建業者を除く）に引き渡す場合、
瑕疵担保責任の資力確保が義務付けられている
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主な事業者の評価に当たってのポイント

許可で見るべきこと ○発注者保護の観点から、一定の条件を満たした者に許可を与えることにより、不良不適格業者の参入を
排除するために必要な、以下の点を評価することとしている。
・経営の安定性－経営能力、財産的基礎
・技術力－業種毎の技術力
・適格性－誠実性
・欠格要件

経審で見るべきこと ○許可制度により一定のスクリーニングを経ていることを前提として、公共発注者の便宜に資するため、各
公共発注者が共通して評価すべき事項（評価結果が同じとなる事項）を一括で審査することとしている。
（例）完成工事高、自己資本額、技術職員数、労働福祉の状況 等

競争参加資格審査で
見るべきこと

○許可制度に加え、経審の受審により一定のスクリーニングを経ていることを前提として、各発注者の状況
に応じた審査項目（発注者別評価点）の評価と合わせて企業をランク分けすることとしている。
（例）工事関連項目（工事成績等）、社会性関連項目（地域貢献等） 等

事業者（元請･下請）
選定で見るべきこと

○許可制度により一定のスクリーニングを経ていることを前提として、個々の発注者にとって、発注条件とな
る金額・工期で必要な目的物が建設されること

※公共発注者（総合評価）の場合、許可制度に加え、経審の受審により一定のスクリーニングを経てランク分
けされていることを前提として、一定の入札参加条件の設定や、価格と品質の面からの競争入札の採用
等により、価格と品質が総合的に優れた元請を選択する。

※民間発注者や元請企業による下請事業者選定の場合、競争入札や交渉により、条件に合う取引を考慮し
て選択するが、その際、取引関係や建設業者の経営力・評価等も勘案し総合的に考慮する。

※なお、新築住宅については、発注者（宅建業者を除く）に引き渡す場合に瑕疵担保責任の資力確保が義務
付けられている

保証の立場で見るべ
きこと

○請け負った工事を適切にやり遂げること、瑕疵担保期間中まで破産等しないこと

※青字部分は、一般建設業と特定建設業で差を設けている
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建設業許可の概要

許可の要件

経営能力
業種ごと
の技術力

欠格要件

・許可取消しから一定期間を経過しない者
・刑に処せられてから一定期間を経過しない者
・法人でその役員が欠格要件に該当する者 等

誠実性

特定建設業許可
（元請として4,000万円以上
の下請契約を結ぶ工事）

一般建設業許可
（特定建設業以外）

２９業種
（土木工事業・建築工事業等）

都道府県
知事許可

1の都道府
県のみに
営業所を
設置

国土交通
大臣許可

２以上の都
道府県に
営業所を
設置

許可の種類

許可制度 ★建設業者の資質の向上★

500万円未満の
建設工事

（建築一式工事につ
いては、1500万円未
満又は150㎡未満の
木造住宅工事）

許可不要

財産的
基礎

○ 建設業法における許可制度の要件は以下４点から構成される。

（１）経営の安定性

①経営能力（経営業務管理責任者）

②財産的基礎（請負契約を履行するに足りる財産的基礎・金銭的信用）

（２）技術力

③業種ごとの技術力（営業所専任技術者）

（３）適格性

④誠実性（役員や使用人等の、請負契約に関する不正・不誠実さの排除）

※このほか、法第８条において、暴力団排除等の欠格要件あり
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経営事項審査の位置付けと概要

○各発注者がランク分けで審査する事項のうち、基本的にどの発注者が審査しても同一結果となる事項について、
許可行政庁が全国統一の客観的な指標で一元的に評価
→  ランク分けの透明性・公平性の確保に寄与

○審査結果は、どの発注者でも利用可能であり、発注者ごとの審査事務の重複・負担を大きく軽減
→ 発注者・受注者双方の利便に貢献

経営事項審査の意義（発注者のランク分けの基礎資料）
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別
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公共工事を直接請け負おうとする建設業者は
公共工事の元請契約を締結する日の１年７月
前の日の直後の事業年度終了の日以降に
経営事項審査を受けなければならない。

各発注者に対し
競争参加資格審査

の申請

競争参加資格審査（各発注者）

どの発注者が審査しても
同一結果となる項目

経審の総合評定値

＝
各発注者の状況に応じた

審査項目

発注者別評価点

＝

＋

経営事項審査
（許可行政庁）

結果を利用

許可行政庁に対し
経営事項審査の申請
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競争参加資格審査の概要 （国土交通省直轄工事の場合）

２年に１回定期の一般競争資格審査を実施
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工事種別 等級 総合点数

Ａ 3,000点以上

Ｂ 2,600点以上～3,000点未満

Ｃ 1,600点以上～2,600点未満

Ｄ 1,600点未満

一般土木工事

平成27・28年度工事種別等級（関東地整・一般土木工事）

工事種別 等級 契約予定金額

Ａ ７億２千万以上

Ｂ ３億以上　７億２千万未満

Ｃ ６千万以上　３億未満

Ｄ ６千万未満

一般土木工事

平成27・28年度発注標準関係（全地整・一般土木工事）
【国土交通省直轄工事における例】 【国土交通省直轄工事における例】

ＷＴＯ対象工事は経営事項評価点数１２００点以上が要件
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（※）直轄工事や地方公共団体の受注成績、
総合評価方式への参加実績を元に算出



（参考） 地方公共団体における競争参加資格審査

○ 競争参加資格審査において、経営事項審査の点数をどのように活用するかは各発注者に委ねられており、特に市
区町村レベルにおいて、発注者別評価点を導入せず、経営事項審査の点数をそのままランク分けに活用するような発
注者も存在。
○ 発注者別評価点を採用している地方公共団体では、工事実績に加え、災害活動の実績、障害者や高齢者の雇用、
税や公共料金の滞納の有無など、社会性や地域性の観点から評価項目を設定。

■競争参加者の客観点数及び発注者別評価点について

出典：「入札契約適正化法に基づく実施状況調査（平成２８年度調査）」

※ 経審のみを活用している国の機関（１１団体）： 警察庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文科省、厚労省、経産省、衆議院、最高裁、会計検査院
7

H27.3.31 H28.3.31 H27.3.31 H28.3.31 H27.3.31 H28.3.31 H27.3.31 H28.3.31 H27.3.31 H28.3.31

6 6 11 11 0 0 0 0 2 2

31.6% 31.6% 57.9% 57.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.5% 10.5%

9 8 8 7 0 0 0 0 106 107

7.2% 6.6% 6.4% 5.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 84.8% 87.7%

47 47 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

17 17 3 3 0 0 0 0 0 0

85.0% 85.0% 15.0% 15.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

695 662 489 498 13 12 33 40 315 295

40.4% 43.9% 28.4% 33.0% 0.8% 0.8% 1.9% 2.7% 18.3% 19.6%

759 726 492 501 13 12 33 40 315 295

42.4% 46.1% 27.5% 31.8% 0.7% 0.8% 1.8% 2.5% 17.6% 18.7%

774 740 511 519 13 12 33 40 423 404

40.1% 43.1% 26.4% 30.3% 0.7% 0.7% 1.7% 2.3% 21.9% 23.6%
計

※　有資格者名簿を作成しておらず、他発注機関の名簿も利用していない発注機関は除く。

国

特殊法人等

地方
公共

団体

都道府県

指定都市

市区町村

小計

有資格者名簿の作成に客

観点数及び発注者別評価

点を利用している

（経審＋発注者別評価

点）

有資格者名簿の作成に客

観点数のみを利用してい

る

（経審のみ）

有資格者名簿の作成に自

らの発注者別評価点のみ

を利用している

（経審使用せず）

他発注機関の名簿に自ら

の発注者別評価点を加え

ている

客観点数及び発注者別評

価点を利用していない

（他発注機関の有資格者

名簿を利用していない場

合も含む）



総合評価落札方式の概要 （国土交通省直轄工事の場合）

性能、機能、技術等の価格以外の要素と価格とを総合的に評価して落
札者を決定する方式

予め、入札公告等において、
技術提案を求める内容
技術提案の評価の方法

を公表

提出された技術提案を公表され
た評価方法に従って審査し、技術
提案毎に技術点を決定

技術提案
の提出

【総合評価の評価項目例】

技術提案に関する項目 工期短縮、品質向上、環境の維持（騒音・振動・水質汚染など） など

施工能力等に関する項目 企業・技術者の過去の同種工事実績、工事成績 など

地域精通度・貢献度等に関する項目 災害協定の締結、災害協定に基づく活動実績 など

評価値＝
技術評価点

入札価格

価格

技
術
評
価
点

予定
価格評価値

落札者

標準点
(100点)

150点（110～200点）

加算点

【総合評価落札方式の手続きの流れ】

【総合評価落札方式の仕組み】

予定価格の範囲内で、評価値が最も高い者を落札者とする方式のこと。

技術評価点

提案内容により、標
準点に加算点を付与。
技術提案が適切でな
い場合は、標準点を
与えない。

右図のよ
うに、「傾
き」を示す。

B

A

C
D

E
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建設業に求められる能力等と制度上の対応（公共工事の場合）

9

○ 建設業法においては、不良不適格業者の参入を排除する観点から、許可制度により参入要件（経営能力、
財産的基礎、業種毎の技術力、誠実性、欠格要件）を課している。

また、許可制度に加え、許可における観点の上乗せ（会社の経営規模や経営状況、技術力）や、労働福祉
や地域の守り手、担い手の確保については、経審においても確認がなされている。

○ 個別工事の品質確保に関わりが強い項目、地域性のある項目等については、主に発注者別評価点や総合
評価の段階で確認がなされる。

・施工能力（実績） ・労働環境 ・地域貢献 ・・・

・経営の安定性－経営能力、財産的基礎 経営規模、経営状況

・技術力－業種毎の技術力 技術力

・適格性－誠実性

・欠格要件

・労働福祉（社会保険加入等）

・地域の守り手（防災活動への貢献等）

・担い手の確保（若手技術者の育成等）

許可要件として確認 経審において確認
許可の際に提出を求めているもの

工事
経歴書

（注） 許可申請の際に提出された資料は、一部個人情報が含まれるもの等を除き、閲覧可能。また、経審で確認されている項目は情報開示がなされている。

・その他（法令遵守、研究開発、ISO登録等）

※青字部分は、一般建設業と
特定建設業で差を設けている

発注者別評価点等で確認



民間工事の事業者選定における企業の評価（例）

発注者
類型

工事目的物
（例）

一般的な
発注能力

工事目的物の
所有者

エンド
ユーザー

主な契約関係者

業を営む上で継続
的に工事の発注を

行う企業

分譲マンション ○
発注者

（その後、マンション購入者）
マンション
購入者

発注者-マンション購入者（売買契約）、発注者-建設会社（工事
請負契約）

賃貸マンション ○ 発注者 賃借人
発注者-賃借人（賃貸借契約）、発注者-建設会社（工事請負契
約）

賃貸オフィス
ビル ○ 発注者 賃借人

発注者-賃借人（賃貸借契約）、発注者-建設会社（工事請負契
約）

その他の
企業

工場、自社ビル 様々 発注者 所有者に同じ 発注者-建設会社（工事請負契約）

商業施設 様々 発注者
テナント
買物客

発注者-建設会社（工事請負契約）

個人

賃貸アパート × 発注者 賃借人
発注者-賃借人（賃貸借契約）、発注者-建設会社（工事請負契
約）

一戸建て × 発注者 所有者に同じ 発注者-建設会社（工事請負契約）

個人店舗 × 発注者
所有者
買物客

発注者-建設会社（工事請負契約）

10※ 各類型においては、新築の場合とリフォーム等の場合とがある。
また、以上は一般的な例を示したものであり、実際には様々な業態があることを踏まえれば、これらに該当しない場合もあり得ることに留意する必要。

【民間建築工事における発注者別の態様と特徴】

（企業の評価基準）

・施工実績
・取引実績
・信用力（経営の安定性等）
・品質保証
・評判（ブランド）
・どんな人が施工するのか（能力等） 等

（情報収集方法）

・これまでの取引
・許可の閲覧情報
・経審結果
・企業のHP
・企業の営業活動
・口コミ（他者の紹介）

等

（選定の主体）

○元請企業

○マンション等の発注者
（業を営む上で継続的に工事
の発注を行う企業）

○その他の企業

○個人（消費者）
※新築住宅を発注者（宅建業者を除く）に引き渡す場合、
瑕疵担保責任の資力確保が義務付けられている



経営事項審査結果の公表について

各企業の経営事項審査の結果については、現在直近の「総合評定値通知書」をインター
ネット上で公開している。
※ 企業名等で検索をすると、その企業の結果について閲覧が可能

様式第二十五号の十二（第十九条の九、第二十一条の四関係）

経営規模等評価の結果

許可　    －        号 総合評定値

審査基準日 平成    年    月    日

平成     年 月 日

印

（参　考）

［金額単位：千円］

そ の 他

とび・土工・コンクリート・解体(経過措置)

鋼 橋 上 部

鉄 筋

総 資 本 （ 前 期 ） 営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ(前期)

総 資 本 （ 当 期 ） 営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ(当期)

自 己 資 本 経 常 利 益

売 上 高 経 常 利 益 率 利 益 剰 余 金

固 定 負 債 受 取 利 息 配 当 金 総 資 本 売 上 総 利 益 率 営 業 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

評               点             （Ｙ）

自己資 本対固定 資産比率

流 動 負 債 売 上 総 利 益 負 債 回 転 期 間 自 己 資 本 比 率

固 定 資 産 売 上 高 純 支 払 利 息 比 率

利 益 剰 余 金 支 払 利 息

科　　　目 　　決算 科　　　目 　　決算 経　営　状　況 　　決算 経　営　状　況 　　決算

合                    計

評               点             （Ｗ）

若 年の 技 術 者及 び技 能 労 働者 の 育 成 及 び確 保 の 状 況解 体

新 規 若 年 技 術 職 員 の 育 成 及 び 確 保

若 手 技 術 職 員 の 継 続 的 な 育 成 及 び 確 保

清 掃 施 設

消 防 施 設

国 際 標 準 化 機 構 が 定 め た 規 格 に よ る 登 録 の 状 況

Ｉ Ｓ Ｏ １ ４ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無

水 道 施 設

建 具

Ｉ Ｓ Ｏ ９ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無

建 設 機 械 の 保 有 状 況

さ く 井

造 園

建 設 機 械 の 所 有 及 び リ ー ス 台 数  台

研 究 開 発 の 状 況

電 気 通 信

熱 絶 縁

研 究 開 発 費

建 設 業 の 経 理 の 状 況

機 械 器 具 設 置

内 装 仕 上

二 級 登 録 経 理 試 験 合 格 者 の 数

公 認 会 計 士 等 の 数

防 水

塗 装

監 査 の 受 審 状 況

法 令 遵 守 の 状 況

ガ ラ ス

板 金

指 示 処 分 の 有 無

営 業 停 止 処 分 の 有 無

し ゆ ん せ つ

舗 装

防 災 活 動 へ の 貢 献 の 状 況

防 災 協 定 の 締 結 の 有 無

建 設 業 の 営 業 継 続 の 状 況

民 事 再 生 法 又 は 会 社 更 生 法 の 適 用 の 有 無

鋼 構 造 物

タ イ ル ・ れ ん が ・ ブ ロ ッ ク

労 働 福 祉 の 状 況

管 営 業 年 数 年

電 気

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無

屋 根 法 定 外 労 働 災 害 補 償 制 度 加 入 の 有 無

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 加 入 の 有 無

厚 生 年 金 保 険 加 入 の 有 無

法 面 処 理

と び ・ 土 工 ・ コ ン ク リ ー ト

石

健 康 保 険 加 入 の 有 無

雇 用 保 険 加 入 の 有 無

左 官

大 工

数 値 等 点数

プレストレストコンクリート構造物

建 築 一 式

二級 その他 利 益 額

そ の 他 の 審 査 項 目 （ 社 会 性 等 ）

基幹

土 木 一 式

許

可

区

分

建　設　工　事　の　種　類
総合

評定値

（Ｐ）

評               点            （Ｘ2）

経 営 規 模 等 評 価 結 果 通 知 書
総 合 評 定 値 通 知 書

を通知します。

電 話 番 号
資 本 金 額
完成工事高／売上高（％）
行 政 庁 記 入 欄

数  値 点数

　年平均
評点

(Ｘ1)

元請完成工事高 技　　術　　職　　員　　数 評点
(Ｚ)

自 己 資 本 額 X

完　成　工　事　高 元　請　完　成　工　事　高　及　び　技　術　職　員　数 自 己 資 本 額 及 び 利 益 額

　年平均 一級 (講習受講)

平成10年２月 中央建設業審議会基本問題小委員会 建議

「建設市場の構造変化に対応した今後の建設業の目指すべ
き方向について」（抜粋）

[不良不適格業者の排除]

２．不良不適格業者の排除のための取組み

（４）企業情報の公開の促進

「不良不適格業者の排除のためには、相互監視による
虚偽申請や不正行為の抑止、民間発注者の適切な建
設業者選定の促進による市場メカニズムを通じた選
別等の始点から、建設業者に関する情報の公開を進
めることが重要である。

…建設業許可情報のみならず、経営事項審査情報、
工事実績情報、技術者情報等の建設業者に関する情
報の公開について検討すべきである。
その際、公開すべき情報の項目について十分な検討
を行うとともに、公開の方法について、データベー
ス・システムの活用等国民が利用しやすい方法を検
討すべきである。」

（ＨＰ上での公開のイメージ）
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工事の元請とならない企業の経営事項審査受審

○元請完工高が０であるにもかかわらず、経営事項審査を取得している建設業者が一定程度
存在する。

経審取得業者数
うち、年間平均元請完工高

が０のもの
（割合）

土木一式 ７７，９６５社 １７，８８７社 ２２．９％

建築一式 ４１，４１４社 ８，０５６社 １９．５％

電気 ２１，５９０社 ２，７０８社 １２．５％

内装仕上 ７，７６５社 ２，２８４社 ２９．４％

※ 経営事項審査申請データより国土交通省算出（H28.11時点）

12



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

(2) 企業評価全般についての議論の視点



企業評価全般についての議論の視点
現状 これから検討する際の視点

○企業評価のあり方について

・発注者保護の観点から、一定規模以上の建設業を営む者に建設業許可の取得を義務
付け（原則）、不良不適格業者を排除している。

・公共工事の元請企業の選定においては、経営事項審査、競争参加資格審査（ランク分
け）、総合評価等、制度化されたプロセスを経て選定される。

・経営事項審査が共通的な評価項目である一方、競争参加資格審査では各発注者が地
域性等を考慮してそれぞれ異なる評価項目（発注者別評価点）を設定し、評価が行わ
れることが前提とされているが、発注者別評価点を算出しない地方自治体も存在する。

・ランク分けの区分によっては、経審での点数アップが直接的なインセンティブとして働か
ない場合もある。

・元請企業による下請企業の選定においては、取引関係や過去の工事の実績等の観点
が事業者選定の重要な要素となる。

・民間工事における建設企業の選定においては、取引関係や企業の評判、営業等の観
点が事業者選定の重要な要素となる。

○企業評価情報の提供･活用について

・建設業許可の申請時に提出された書類は、建設工事の注文者等に、当該建設企業の
施工能力、施工実績、経営内容等に関する情報を提供し、適切な事業者選定の利便
に供するため、公衆の閲覧に供されている。

・経営事項審査の総合評定値通知書は、現在ホームページで各企業の直近分を公開し
ており、虚偽申請等を防ぐための一助にもなっている。

・消費者等は企業のホームページ、各種メディア、口コミでの評判などを通じて、企業の
情報を入手し、活用する。

・許可、経審、競争参加資格審査等の各段階で求められる企
業評価の意義と内容

・企業評価において、評点化に馴染む項目と、評点化には馴
染まないものの評価すべき項目の整理

・評点化に馴染まない項目の評価方法

・企業評価が建設企業の行動に一定の影響を与えることを踏
まえ、政策誘導に馴染む項目と馴染まない項目の区分

・現行の企業評価が主に元請を対象としていることを踏まえ、
元請にならない専門工事企業の適正な評価（専門工事業な
らではの評価）

・民間発注工事における事業者選定に資する企業評価情報
へのニーズ

・保証等を通じた第三者による評価へのニーズ

・消費者保護の観点から、現行の閲覧制度が果たしている役
割とその限界

・閲覧以外の手法による情報の提供

・企業が作成公開している情報の活用 14



建設工事における企業評価の方向性 （企業評価全般）

個
別
工
事
ご
と
の

入
札
参
加
条
件

公共工事ごと

総合評価
価格と品質
（技術力等）

発
注
者
別

競
争
参
加
資
格
審
査

価格競争

価格のみ 契

約

ラ
ン
ク
分
け

公共発注者ごと

入
札
参
加

落
札
者
の
決
定

民間工事ごと

ৣ
ட
੫
঵
␟
௧
୅
ੵ

হ
঵
঻
␠
भ
৭
৒

契

約

○マンション等の発注者… 数多くの発注を行い発注に
精通。主に、普段の取引先
と契約

○民間法人企業… 発注レベルは様々。コスト等を総合
的に勘案し契約先を決定

○個人… 発注には精通しておらず、企業の評判や営業
が契約の重要な要素に

【公共工事】

【民間工事】

○公共工事だけでなく、民間発注工事におけ
る適切な事業者選定に資するため、どのよう
な企業評価制度が考えられるか。
○消費者保護の観点、更には民間発注者や建
設企業（元請等）による事業者選定の観点か
ら、建設会社の企業情報をどのように公開し
ていくことが有用か

事業者選定

○10年後においても建設業が「生産性」を高めながら「現場力」を維持していくためには、今後、どのような企業が評価
されるべきであり、そうした企業評価をどのような制度をもって実現していくべきか
○各企業によるＨＰ等を通じた情報発信が普及し、消費者等も有用な情報を自ら入手する時代にある中、企業が出してい
る公開情報を消費者保護等に上手く活用していくことはできないか

経
営
事
項
審
査

（決
算
期
ご
と
）

建
設
業
許
可
取
得

（５
年
ご
と
）

※その他必要に応じて保証を付保

・・・企業評価

○主に下請企業となる専門工事業者の適正な評価
が必要との意見もある中、どのような企業評価
の仕組みが考えられるか

ৣ
ட
੫
঵
␟
௧
୅
ੵ

হ
঵
঻
␠
भ
৭
৒

○公共工事の入札制度における様々な段階での企業評価が存在
する中、政策的なインセンティブの盛り込み等を通じて建設企
業の望ましい姿をどのように実現していくか

15※新築住宅を発注者（宅建業者を除く）に引き渡す場合、
瑕疵担保責任の資力確保が義務付けられている


